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普通教科「情報」必履修維持ならびに教科内容充実の要請書

要請内容

「情報」の知識・技能が到来する知識基盤社会における基礎的素養であることを認識した上で、以

下のことを求めます。

1. わが国の将来における国民全体の「情報水準」の底上げをはかる最低限の処置として、高等学

校普通教科「情報」の必履修を今後とも維持するとともに、内容を操作中心のものから情報・

情報社会・情報技術に関する基盤的な理解を指向するものに改めること。

2. 小学校・中学校・高校教育の全ての領域における ICT(情報・コミュニケーション技術)[注記1]

活用を推進することで、初等中等教育の一層の充実を計るとともに、経済的・社会的境遇に関

わらず、その意思を持つすべての国民が高等教育まで含めて望む教育を受けられる社会体制の

土台を築くこと。

3. わが国が将来に亘って他国に伍し発展してゆくために、(情報・情報社会・情報技術を含めた)

科学・技術・芸術・文化の各分野において、その分野に興味・関心を持ちわが国を牽引する人

材となり得る全生徒に、その興味・関心を伸長させるための学習機会を提供する体制を構築す

ること。

要請趣旨

情報処理学会では、わが国の情報教育・情報処理教育に関して継続的に検討を行い [参考資料1]、こ

れまでに複数の提言・コメントを公開してきました。

現在、中央教育審議会において次期指導要領の方針策定が進められているものと理解しています

が、そのうち高等学校普通教科「情報」に関わる部分は、私共の検討内容と強い関連があります。

わが国の多くの国民は情報・情報社会・情報技術に関する基盤的な理解度 (以下「情報水準」と記

します)が低いままに留まっており、その結果が 2006年初頭の「構造計算書偽造事件」をはじめとす

る多くの事件の要因となっています [参考資料2]。

小学校 (総合的な学習の時間)、中学校 (技術・家庭)、高校 (情報)の各段階で情報教育が開始され

ましたが、その実態はパソコンやソフトの操作中心であり、上記の問題を解消するのに必要な原理・

原則からの理解を指向するものとなっていません。この点を早急に改める必要があります。

また、ICTの発達は変化が常態である社会をもたらしましたが、これは能力や学力に関係なく失業

と転業が常態化する社会でもあり、このことが世界的な問題となっています。わが国においても、近

年、国民間の格差拡大による社会の不安定化が懸念されています。



このような社会では低所得階層に再チャレンジの機会を提供することが重要であり、そのために全

国民に ICTを活用した主体的な学習力を修得させ、新しい能力を自ら開発可能とさせることが緊急

の課題です。ここで言う主体的な学習力とは、パソコンやソフトの操作能力ではなく、情報・情報社

会・情報技術に関する原理・原則からの理解に基づき、自己の立場や行動を判断できるようなもので

あるべきです。

欧州では高等教育圏 (European Higher Education Area)を構成し、授業料を無料ないし低額に保

ち、学生・教職員の大学間移動と単位互換を容易にするために、ICTに大きな期待が掛けられていま

す。この点はわが国においても参考にすべきと考えます。

さらに、国土が狭く資源の少ないわが国では、今後とも工業製品の輸出によって外貨収入を得て食

料や原材料を輸入する必要がありますが、21 世紀の産業の柱である情報技術で立ち後れれば、この

枠組みの維持も困難となる恐れがあります。

これらの状況を放置すれば、世界的な情報社会化の波の中において、わが国は「情報格差 (ディジ

タルディバイド)」の負け組のみならず、経済的にも負け組となる可能性が高く、国の将来が危機に

瀕するものと考えます。

この来るべき危機を回避するには、初等中等教育段階における国民全員に対する適切な情報教育の

実施を通じて、国民全体の「情報水準」を向上させて早急に知識基盤社会に移行する以外に方法はな

いと考えます。

2003年度に実施された、高等学校普通教科「情報」の必履修化は、このための重要な第一歩であ

り、私共は関係各位の英断を高く評価するものです。しかし、その実施状況においては残念ながら不

十分な点がある状況です [参考資料3]。

この現状を克服し、次代の国民を育てる教育を充実させるために、私共は上記の事柄を強く要請す

る次第です。

[注記 1] ICTは Information and Communication Technologyの略ですが、ここでいう Com-

munication Technologyはインターネットに代表される新しい通信技術を意味しています。

[参考資料4]などで記されているように、ICTは Information Technologyと (新しい)Com-

munication Technologyが統合されて生まれたものであり、人対人、人対社会のコミュニ

ケーションに大きな影響を与えつつあります。このため本文では、一般的な「情報通信技

術」ではなく、「情報・コミュニケーション技術」という新しい訳語を当てています。
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